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はじめに
　　― 出稼ぎ労働者「農民工」　　　　　
　 　　　が支える上海都市開発事業―

農村で生活が困難な労働者が、人口約1400

万の都市上海に集まってくる。彼らの移動理由

は大都市の高賃金の魅力である。しかし、その

労働者の子どもの教育問題が未解決である。公

立学校に入れない子ども達は「民工学校」に通

リーロン地区の再開発事業にともなう人口移動と 
上海大都市圏の発展（その１）

福島　義和

学する。400校以上ある「民工学校」でも間に

合わない。上海市当局の政策失敗であることは

間違いない。

一方では高い経済成長率を支えるのは、低賃

金労働者「農民工」の存在である（P.1�1の写真

参照）。かつて1��0年代は農村から都市への移動が

制限されていたが、現在は農村戸籍でも上海で生活

可能である。ただし、職業制限などの制約はある。

しかし根本的な問題は農村の貧困である。申荷

麗（200�）（1）が作成した農村の絶対貧困人口の推

移（図1）をみれば、農村経済体制の改革が行わ

れた1���年以降、特に世界銀行も指摘している

が、1���～1��4年の�年間の絶対貧困人口や貧困

発生率の激減には驚くばかりである。それ以降は

順調に農村部の貧困は減少の傾向を示している。

近年は、上記で示した出稼ぎ労働者「農民

工」の大量移動が、都市部において失業問題と

して顕著になってきている。本稿では、農村か

らの低賃金労働者「農民工」によって支えられ

る都市再開発事業を通して、上海市大都市圏の

発展過程を検証する。そしてその過程がグロー

バル都市・上海独自のものかどうか、考察する。

１．上海市静安区のリーロン（里弄）
　　地区と棚戸が集中した都市近郊区

1-1 「釘子戸」問題と地域格差問題

上海の中心地域は蘇州河の南北において地域

本稿は1章のみ
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的イメージがかなり異なる。蘇州河の南側に位

置する本研究対象の静安区を筆頭に黄浦区、虚

湾区、除匯区などが上只角（サンザコ）であり、

蘇州河の北側には閘北区、普陀区、南市区など

が下只角（ウツザコ）と考えられている。静安

区などの前者は「本来は居住条件の良い地域」

「文化程度が高い地域」に該当し、後者の蘇州

河の北側にあたる地域はその逆のイメージであ

る。渡辺浩平（1���）（2）も指摘するように、「棚

戸（ポンフー）」とよばれるスラム（�）は、上只

角の地域にも多く残っているが、旧上海におい

て棚戸が集中する地域（図2）は、蘇州河や黄

浦江沿いの古くからの工業区（4）である。1���年

当時の居住形態（表1）は悲惨な住環境を示し

ている。その棚戸における地方出身者の生活は、

「天を掛布団とし、大地を敷布団とする」とい

った報告がある。

一方居住イメージの良い、蘇州河の南側の地

域は、以前の共同租界やフランス租界と重なる

（図�）。この地域は生活インフラが充実してお

り、解放前に建設された伝統的な集合住宅のリ

ーロン（里弄）（�）の密集地域でもある。上海市

におけるリーロン住宅は、新中国成立時の

1�4�年に全市の約�0%を占めており、そのう

ち旧式リーロン住宅が�0%強の1242万㎡であ

る。特に静安区や盧湾区（�）にリーロン住宅は多

く（図4）、中心部の人口密度の高さは香港や

ニューヨ -クに比べ、驚異的な値である（図�）。

リーロン住宅（1�20~�0年代）の住民達が、

1��0年代以降の開発ラッシュで100万を超える

世帯が立ち退きに遭遇している。2010年�月1

日の万博開催予定もが立ち退きを加速させてい

る（�）。上海のリーロン住宅はオリンピック開催

前の北京大改造でみられた四合院の破壊と酷似

図1　中国農村における絶対貧困人口の減少（1��� ~200�年）

表１　華界の居住形態別戸数・居住人口（1���.1）

華界 戸数 人数
住戸　
鋪戸
棚戸
共同処所
船戸

326,394
35,576
38,627
3,224
3,692

1,531,511
225,039
180,746
73,496
18,022

合計 407,513 2,028,814
平均家族人数 4.98
原典：『上海市年鑑　1���』、鄒依仁『旧上海人口変

　　遷的研究』上海人民出版社　1��0年　100頁
出所：文献５

原典：国家統計局農村社会経済調査総隊『中国農村住戸調査年鑑2002』中国統計出版社、
　2002年�月、p.2�、p.��より作成。2002、200�年のデータは国家統計局農村社会経済
　調査総隊「200�年底全国農村貧困絶対貧困人口2�00万『調研世界』による。
出所：甲荷麗（200�）注（1）
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図２　旧上海都市近郊区における棚戸分布（解放前）

原典：張仲礼編『近代上海城市研究』上海人民出版社　1��0年　4��頁　　　出所：文献１

図３　租界地区のリーロン分布と道路ネットワーク（任海作成）
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の状況ともいえる。強制的な立ち退きが実行さ

れるなか、立ち退きを拒否し続ける住民の姿

（旧い住居）が街中に散見される（写真1・2）。

いわゆる「釘子戸」問題である。市民の権利意

識や民主意識の高まりが、上からの開発で成長

してきたグローバル都市、上海の今後を占う試

金石である。しかし現実の上海市は、都市部一

人当たりの居住面積（1�.�㎡、200�年）（�）を一

つとってみても、依然として東京都（�0.1㎡、

同年）の約半分に過ぎないように多くの居住課

題を残し、今後の住宅政策の充実化（質・量と

も）が急がれている。

1-2　住宅政策の変化と再開発事業の現実

　　　　―静安区大中里の事例―

上海市の都市計画の大きな流れを住宅供給中

心に表2に整理した。

明らかに旧租界時代（特に1�20年以降）を

背景に、リーロン住宅が供給されていったこと

が理解できる。ある意味では、帝国主義者と買

弁資本家が作った建物である（渡辺浩平、

1���）（�）。前述で触れたように、このリーロン

住宅が多様に大量に市民に供給されたのであ

る（図�）。しかも表2からも明確なように、花

図４　上海市各区における住宅建築面積の比較
　　　（1��4年�月）

（出所）上海市房地産管理局提供より筆者作成

図５　世界各国主要都市人口密度比較
（単位：人／ ha）

（任海作成）

中心地域平均
市域全体平均
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写真１　強権の抵抗者「釘子戸」 写真２　バラック住宅ともいえる「釘子戸」
（200�年�月1�日） （200�年�月1�日）
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園住宅、公寓、新式リーロンの供

給は1�20年代から続き、旧式リー

ロンは1��1年度をピークに、簡屋・

棚戸（図2）（10）は1��� 年をピークに、

それぞれ激減している（図�）。現

在はかつて供給された住宅の取り壊

しが、1���年以降（2004年を除く）

急速に進められている（図�）。特

に200�年以降、大規模な取り壊し、

つまり再開発事業が展開されてい

る。表2からも明確なように、1��2

年「土地批租」制度の導入により、

土地の利用権が販売可能になり、外

国資本に活躍の場を提供できるようになった。

小玉徹・吉富拓人（200�）の推計によると、

強制移転した住民は約2�万人（2002年）で、

1���年以降ほぼ毎年20万人以上を記録してい

る。当然この強制移転に伴い、政府（共産党）

と住民との関係（11）はギクシャクしていくこと

になる（図�）。その際静安区人民政府や共産

党の基本的な管理組織である居民委員会街路

辯事処の存在（住民への説得交渉等）が、都市

改造計画にとって大きい役割を果たしている。

本稿では上海市の中心部に位置する静安区大中

里（正式な行政区名では、静安区石門一路区）

のリーロン住宅の再開発事業を対象に、強制

移転した市民の動態的対応を中心に分析する。

静安区大中里（図�）の再開発事業は約�万

㎡で、1�4�世帯、��00人、44の企業が含ま

表２　上海市都市計画の流れと住宅供給の変遷（筆者作成）

1�20年；「新中国」独立以前 → 1�4�年；社会主義体制の確立 → 1��2年；初歩的市場経済体制

【旧租界時代1�4�~】
　リーロン（里弄）住宅
　公寓（高層共同住宅）
　花園住宅（戸建て）

＊居民委員会（共産党管理組織） 

【計画経済時代】
　旧公有団地住宅（箱型住宅）
　工人新村（労働者住宅）（�1）
＊文化大革命期（住宅建設低調）
　　　　　　　　　　　（��~）
＊計画から市場へ（��）

【社会主義市場経済時代】
　商品住宅（マンション・別荘）
　高層マンション（新富裕層）
＊「土地批租」土地使用権販売

（�2）
＊個人の持ち家制度導入（��）

図６　上海市における各種住宅の建築面積の推移

図７　住宅取り壊し件数と面積の推移

出所：『上海市統計年鑑各年版』より任海作成

出所：上海市房地産管理局提供より筆者作成
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れる。1�ブロック（1ブロック100世帯）に

分類され、200�年11月末までに約1�00世帯

が移転している。つまり、依然として2年前

には約200世帯が停留していた（写真�・4）。

200�年現在では、高層建築物の建設に向けて
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動き出している（写真�）。

ところでこのように乱立するビル・ラッシュ

の背景には、区政府幹部の思惑と密接に関係し

ていること（小玉徹、吉富拓人、200�）（12）も多

いが、特に2000年以降の�0階以上の高層ビル

のラッシュには目を見張る。マンション供給を

中心に、オフィスビルも建設されている。特に

図９　上海市静安区石門一路地区の航空写真　Google Earth 200�.9.14

写真３　静安区大中里の旧式リーロン（200�年）

写真４　まじかに再開発を迎えても日常生活を
　　　　　楽しむリーロンの住民達（200�年）

図８　政府組織図と住民との関係
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高層マンションは減税措置（200�~200�）のな

か、「投資」と「投機」の対象になっていった（1�）。

そして居住者の立ち退き拒否の状況下、郊外化

する低所得者層を尻目に、上海の中心部はグロ

ーバル都市の形成に向けて「都市空間のセグリ

ゲーション」が顕著になっている。

1-3　上海大都市圏のマスタープラン作成の前後

　　　　―大都市の多核化と居住移動

租界時代の1�2�年に上海特別市政府（国民

政府直属）は共同租界やフランス租界を含ん

だ「大上海計画」を提示した。その中心部（図

10）を検討すると、土地利用とともに真如（現

普陀区）や七宝などのいくつかの地点が鉄道の

発達と共に「大上海」の結節点に位置づけられ

ている。

1���年頃には、新衛星都市（黄河上流の閔行、

呉陘両地区）と工業基地をあわせた計画的住宅

団地（労働者住宅団地）が建設され、北方の

呉淞地区にも労働者住宅街が形成されていった。

第一段階の衛星都市である（図11）。これらの

地区は1��2年には上海市区部へ編入されている

（斉藤和夫、赤碕弘平、1���）（14）。最終的には12

の衛星都市が建設されたが、工業と人口の完全

な受け皿にはならなかった。そこで上海市は

1��4年�月1日に市域拡大政策（図12）に踏み

写真５　オフィス中心の高層建築物の着工（大
　　　　　中里）を目の前に（200�年）

図10　大上海計画（中心部）

原典：上海市民用建築設計院編（1���）『上海近代建 
　　　　築史稿』上海三筋書店、P1�

図11　上海の工業区及び工業都市

出所：杉野明夫（1���）文献１　P��

長

江
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切った。杉野明夫（1���）（1�）は、その典型的な

事例として五角場地区（図12）を挙げている。

「五角場地区は宝山県から楊浦区に編入された

が、市内からその新村に移住してきた住民は市

区の待遇を受けることができ、大衆からは喜ば

れている。これは、市区から郊外の衛星都市に

移れば、農村なみの待遇を受けるのとは異なる

ものである」（1�）。五角場地区は市域拡大のメリ

トを受けている。

市街地の拡大が進むと、1���年上海経済区

（上海市区と10県、蘇州や無錫などの4市〈江

蘇省〉と1�県、杭州や招興など折江省の�市と

2�県の計10市��県）が設定され、翌年の1��4

年には安徽省と江西省を加えた4省に再度拡大さ

れた。まさに長江デルタの枠を超えて国内経済活

性化、対外門戸開放をスピードアップし、中国独

特の社会主義経済管理体制を模索し始めている。

1���年には「上海城市総体計画（～ 2020年）」

が発表され、膨張するグローバル都市上海の多

核化実現のために市級中心と市級副中心を次の

ように選定した（小玉徹・吉富拓人、200�）。

市級中心：

　　4商業街（南京路など）、豫園、不夜城

市級副中心：

　　五角場（楊浦区）、除家匯（除匯区）、花

　　　木（浦東新区）、真如（普陀区）⇔CBD

　　　なお、下線部の2箇所は開発が終了。

上記をみると、CBD機能が市級副中心に拡

散している。都市開発の利権を期待する区政府

幹部の腐敗も一因であるが、確かに欧米型の規

模のCBDは上海には見られないし、ランダム

に高層ビルが乱立している観が否めない（1�）。

一方都心部（静安区 ,黄浦区、盧湾区）では

リーロンに代表される伝統的な庶民住宅が老朽

化や貧困化の代名詞になってきている事実に上

海市は立ち向かわなければならない。現実に上

海市は外環状線の内側に約1100万人が居住し、

1�年後の202�年までには膨張する人口を抑制

しようと計画している。そして新都市（嘉定、

松江、臨港の鎮を副都心）建設（図10）では、

これらの都市に人口流動調節の機能を担えるよ

うに構想している（「上海市の国民経済社会発

展第11次� ヵ年計画要綱」、200�年）。

上海市城市企画設計研究院（200�）作成の資

料によれば、上海都心部への人口集中や過密問

題解消の対策に、上海の郊外部に上述の三つの

重点発展地域（新都市建設）を指定している

（図1�）。これらの地域では、サービス機能（1�）

が充実し、人口集積機能が強い総合都市を建設

することが要請されている。具体的には、産業

基地、開発区、高速道路、軌道交通などの重大

インフラを背景に、南（臨港）、西（松枝）、西

北（嘉定）に新都市の建設を計画している（中

村公省、200�）（1�）。

（続く）

図12　上海市における行政区画の拡大図

出所：杉野明夫（1���）文献１　P�00
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図13　上海都市圏における建設計画（重点発展地域）

凡　例
重点地域

工業地域

産業基地

重点都市

嘉定工業区

鋼鉄精品基地

自動車製造基地

青浦工業区

余山国家娯楽地区

松江工業区

石油化学基地

上海市化学工業区

電子情報産業基地

設備製造業基地

臨港総合経済区
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